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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）と締結した討議議事録（R/D）

に基づき、2005 年 12 月より技術協力プロジェクト「森林分野人材育成計画フェーズ II」を 5 年間の計画

で実施してきました。 

 

今般、プロジェクトの協力期間終了を迎えるにあたり、協力期間中の活動実績等についてカンボジア

国側と合同で総合的な評価を行うとともに、今後の対応策等を協議するため、平成 22 年 6 月 13 日から 6

月 25 日まで、当機構カンボジア事務所平田仁を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。 

本報告書は、同調査団によるカンボジア国政府関係者との協議及び評価調査結果等を取りまとめたも

のであり、本プロジェクトならびに関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を賜りました両国の関係者の皆様に心から感謝の意

を表すとともに、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。 

 

平成 22 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

カンボジア事務所 

所長  鈴木 康次郎 
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CBSFL
MP

Capacity Building for Sustainable Forest and
Land Management Project

持続的森林土地管理能力強化
プロジェクト

CEDAC
Cambodian Center for Study and
Development in Agriculture

                    -

CF Community forestry / forest 村落林業 / 村落林
CFMC Community forestry management committee 村落林業管理委員会
CFMP Community forestry management plan 村落林業管理計画
CFO Community Forestry Office 村落林業部（森林局）
C/P Counterpart カウンターパート
FA Forestry Administration 森林局
FAC Forestry Administration Cantonment 森林局カントンメント
FAD Forestry Administration Division 森林局ディビジョン
FAI Forestry Administration Inspectorate 森林局インスペクトレート
FAT Forestry Administration Triage 森林局トリアージ
FMP Forest management plan 森林管理計画
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FWTC Forestry and Wildlife Training Center 森林・野生生物研修センター
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JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構
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OJT On-the-job training 現任訓練

PCM Project cycle management プロジェクト・サイクル・マネージメ
ント

PDM Project design matrix プロジェクト・デザイン・マトリック

PO(s) Plan of operations 活動計画表
R/D Record of Discussion 討議議事録
RECOF
TC

Regional Community Forestry Training
Center for Asia and the Pacific

-

TCGM Training Consulting Group Meeting -
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評価調査結果要約表（和文） 

I. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：森林分野人材育成計画フェーズ II 

分野：自然資源管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： R/D まで 地球環境部 

        R/D 以降 カンボジ

ア事務所 

協力金額： 4.77 億円 

協力期間 
2005 年 12 月 15 日 

～2010 年 12 月 14 日 

先方関係機関：カンボジア国農林水産省森林局 

日本側協力機関：農林水産省 

１．協力の背景と概要 

カンボジア（以下同国）では、内戦終了後の急速な経済発展と人口増による開発圧力か

ら徐々に森林面積が減少しており、森林資源の保全は極めて重要な課題となっている。こ

うした中、同国政府は、地域住民による森林資源を含む村落資源の適切な管理の推進を主

要な課題のひとつとして取り上げ、取り組みを始めているが、実務を担当する地方森林官

は具体的な手続きを十分に理解しておらず、また、住民自身も森林を含む村落資源の自主

管理・利用のための知識、技術、経験が不足している。これまで、NGO やドナーなどの支

援を受け、関係機関がそれぞれ村落開発的な支援をしているが、十分な連携は図られず、

経験は蓄積されてこなかった。 

JICA は、2001 年 12 月から 3 年間、「森林分野人材育成計画フェーズ 1」（以下、フェーズ

1）を実施し、森林・野生生物研修センターを建設、同国では初となる森林分野における訓

練・研修の実施体制を構築した。フェーズ 1 では、延べ約 1,500 人の森林官（中央および地

方）に対して研修を実施し、森林に関する技術力の向上を図った。 

フェーズ 1 実施の結果、森林官が、それぞれの現場において実践的な技術や知識を習得し、

関係機関と連携しながら実際の活動を実施すること、そしてそれにより地域住民の生計向

上を図り、村落資源の持続的な管理を推進していくことが新たな課題として認識されるこ

ととなった。 

こうした状況を受け、同国政府は、2004 年に「森林分野人材育成計画フェーズ 2」（以下、

フェーズ 2）を我が国に要請した。3 回の事前評価調査、1 年間のパイプライン期間による

プロジェクト・デザインの検討を経て、プロジェクト目標を「森林官の人材育成を通じ、

フィールドプロジェクト（FP）サイトにおいて、地域住民が持続的に村落資源を利用でき

る」とすることで合意、2005 年 12 月より 5 年間の予定でプロジェクトを開始した。現在は

3 名の長期専門家（チーフアドバイザー/研修計画・運営、村落林業/業務調整、村落林業 2）

を派遣中である。 

今回実施する終了時評価調査は、2010 年 12 月にフェーズ 2 が終了を控えていることから、

プロジェクト開始時からの実績を確認し、評価 5 項目の観点から分析して同国関係者との

協議を行い、その結果を踏まえ、プロジェクト、同国関係者、JICA に対する提言・教訓を

取りまとめることを目的とする。 
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２．協力内容 

(1) 上位目標 

参加型コミュニティ資源管理が実施された地域において、地域住民による持続的コミュ

ニティ資源利用が担保される。 

 

(2) プロジェクト目標 

森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて、フィールドプロジェクト(FP)サイトにおける

地元住民の生活の安定に資する持続的コミュニティ資源利用が担保される。 

 

(3) アウトプット 

1) アウトプット０ 

プロジェクト活動全般に係る準備、及び第 1FP サイトと FP サイト以外の森林局出先機関

職員を対象とした研修に係る準備が完了される。（過去の研修評価及びベースライン調査の

結果に基づいた現状と研修ニーズの把握。） 

 

2) アウトプット１ 

FP サイトにおいて、CF 活動とその他関連活動の円滑な事業実施を通じて、コミュニティ

資源が適切に管理される。 

 

3) アウトプット２ 

FP サイトにおいて、森林資源を含むコミュニティ資源の重要性が地元住民に認識される。

 

4) アウトプット３ 

地元住民のニーズに応じて活用されうる実践的知識や技術が、FP 内森林局職員によって

習得される。 

 

5) アウトプット４ 

実践的知識や技術が、事務所や現場での活用を目的に、効率的かつ効果的な研修を通じ

て森林局地方出先機関職員により習得される。 

 

(4) 投入 

日本側 

専門家派遣  ：長期 8 名、短期 3 名  合計 183.3M/M (終了時評価時）

C/P 本邦研修  ：合計 29 名 

機材供与  ：125,774 米ドル 

    車両 2 台、研修用 GPS、地方 FA 事務所用バイク、

    PC、コピー機等 

ローカルコスト負担 ：合計 785,517 米ドル 
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カンボジア側 

C/P 配置  ：研修センター職員、地方 FA 事務所職員等、現在 46 名 

施設・設備  ：専門家用執務室、土地、施設の提供 

ローカルコスト  ：合計 129,000 米ドル 

 

Ⅱ． 評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 平田 仁 JICA カンボジア事務所 次長 

森林管理 井上 幹博 林野庁国有林野部監査室 監査官 

評価分析 高橋 佳子 有限会社 Y’s コンサルティングオフィス

評価管理 １ 渋谷 幸弘 JICA カンボジア事務所 所員 

評価管理 ２ 長田 彩子 JICA カンボジア事務所 ナショナルスタ

ッフ 

調査期間 2010 年 6 月 13 日 ～ 2010 年 6 月 25 日 評価の種類 終了時評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

３－１． 実績の確認 

3-1-1. アウトプットの達成度 

各アウトプットの達成度は以下のとおり。 

（１）アウトプット０ 「プロジェクト活動全般に係る準備、研修に係る準備が完了する」

このアウトプットはプロジェクト開始当初の準備として達成する計画であり、2006 年に

すでに成果が発現している。主な内容は、フェーズ１で作成された研修カリキュラム、研

修用教材、研修計画策定および研修講師の選定であった。「フィールドプロジェクト(FP)マ

ニュアル」は 2006 年度に英語版が作成されているものの、実際に FP 活動が開始されると

実態にあわない箇所が出てきたため、その後「FP マニュアル(ver.2)」に更新され、現在関

連した活動がアウトプット１の下で実施されている。 

 

（２）アウトプット１ 「FP サイトにおいて CF 活動と関連活動によってコミュニティ資

源が適切に管理される」 

選定された７つの CF サイトでの活動は、主に１）参加型計画策定・レビュー、2）CF 合

法化支援、3）生計向上支援活動、4）林業活動の４つである。活動の実施体制は、担当す

る地域の森林局出先機関（FAC-FAD-FAT）とその職員が住民を支援するという形になって

おり、森林局職員が支援の実践を通じて学ぶ場ともなっている。 

達成状況は、第一次選定 CF サイト２CF(2006 年開始)と第二次選定サイト 5CF（2008 年

12 月開始）によって大きく差が出ている。後発の 5 サイトでは現在のところ、1）、2）及び

4）の CF 巡視活動体制ができ、CF 境界杭設置や CF 案内板設置などが実施されたものの、3）

の生計向上活動は 2010 年 7 月以降開始されるという状況である。第二次選定サイトでは「コ

ミュニティ資源が適切に管理される」という状態には達しておらず、そのための体制づく

りの途上にある。 

なお、「CF 合法化」については全ての CF で最終ステップ 8 まで進んだところはない。手

続きの進捗はあるものの承認待ちの状態である。全国でも 2010 年 3 月の時点で 4 件の CF



iv 
 

しか最終ステップまで進んだところがない困難な手続きである。合法化手続は、地方森林

局事務所から森林局、農林水産省まで全てのプロセスを経る必要があることから、合法化

手続きの推進の為には、中央及び地方政府機関双方の関与が不可欠である。なお、経済土

地コンセッションとの問題があるのは 2CF のみである。 

 

（３）アウトプット２ 「FP サイトにおいてコミュニティ資源の重要性が地元住民に認識

される」 

７CF の全てにおいてメンバーは減少しておらず、６CF では開始当初よりメンバーが増加

していることが確認された。また、CF メンバーの会議出席率は２CF において増加、その他

の CF では維持ないし微減していることが確認された。減少率が大きい２CF はいずれも先

行して開始された CF であるが、これは活動が軌道に乗ったことに伴い、全てのメンバーが

会議に参加しなくとも活動が円滑に進めることが出来るようになったことの結果であると

考えられる。 

７CF のうち６つは何らかの形で NGO 等の支援をプロジェクト以前（2005 年以前）に受

けた経験がある。CF メンバーへの聞き取り調査結果でも、プロジェクト以前からコミュニ

ティ資源の重要性が認識されていたと思われる事例が混在していた。従って、このアウト

プットはプロジェクトによる貢献もあるものの、それ以前から住民は重要性に係る認識を

深めていたと思われる。よって、アウトプット２については、一つのアウトプットとする

必要であったか疑問であり、アウトプット１の活動に加え、指標の一つとしてもよかった。

 

（４）アウトプット３ 「住民のニーズに対応する実践的知識や技術が、FP 内森林局職員

によって習得される」 

地方 FA 職員の技能と知識の習得状況調査結果によれば、5 つの CF 間では 2006 年の第一

次選定 CF2 箇所と 2008 年の第二次 CF の差はあるものの、全体として C/P の自己評価が高

かったのは 1 位「FP 実施に関連した業務の能力」、2 位「自己の責務に対する意識」、3 位「FP

活動に係る自己評価」であった。このことから、C/P はプロジェクトの CF/FP 活動の実践を

通じて知識や能力を向上させたと認識しており、調査団のサイト訪問の結果からもこれら

を確認した。また、各 CF メンバーへの調査結果からも、FA 職員が提供した技術や情報は

実践的であったと調査対象メンバーの 100%が回答していた。 

森林局から CF への現物による支援の活用状況は、プロジェクトによるモニターがなされ

なかったものの、地方 FA 職員が確認したところではその殆どが CF により活用されていた。

 

（５）アウトプット４ 「実践的知識や技術が、研修を通じて森林局地方出先機関職員に

より習得される」 

63 コースの研修が実施され、累計で 1,899 名の地方 FA 職員が参加した。331 名の元研修

生へのアンケート調査によれば、その 22%が「研修で職務に役立つ満足な知識と技能を得

た」と回答している。また、47%が「研修で得た知識と技能を活用した」と回答した。従っ

て、およそ半数が得た知識を活用しているものの、職務に役立つのに満足な程度と思って

いるのは元研修生の 4 分の１ほどにすぎないことが判明した。また回答者のコメントとし

て、各 FAC によって選ばれた研修生の中には研修内容と担当業務が一致していないケース
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が多いことが指摘されており、「職務に役立つ満足な知識と技能を得た」と回答するものが

少なかったこととも関連していると考えられる。従って、プロジェクトが実施している研

修参加人数枠を FAC に割り当てる選考方法に工夫の余地があったと思われる。 

「人材育成」を適切に実施するには、まず何のために、どのような人材を育成したいの

か、またそのような人材がどのくらいの割合になれば十分と言えるのか、研修開始時の能

力の適切な把握と、それに応じた研修内容の検討といった明確な目標設定と詳細な計画が

必要であった。コース実施数やコース参加者数は活動そのものであり、人材育成の成果は、

「必要とする能力を習得した人材」がどの程度育成されたかである。さらにアウトプット

の成果が上位の目標達成に貢献するためには、研修実施のみならず、それらの能力がどの

ように活用されるのか、困難な現状を踏まえた仕組みづくりも「研修」の視野に入れる必

要があった。 

 

3-1-2. プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標 ：「森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて、フィールドプロジェク

ト(FP)サイトにおける地元住民の生活の安定化に資する持続的コミュ

ニティ資源利用が担保される。」 

指標  ：「プロジェクト終了までに、対象 CF 毎に、コミュニティ資源の持続

利用を担保する手法やノウハウが、70%の CF メンバーに習得される。」

 

調査対象 CF メンバーの 68%は FP 活動に「従事した」と回答しており、それらの活動を

通じて CF メンバーが手法やノウハウを学んでいることが確認された。また、51%の CF メ

ンバーは、移転された技術を「適用した」と回答していることから、概ね半分の CF メンバ

ーは、FP 活動を通じて学んだ手法やノウハウを適用した段階であると判断できる。しかし

ながら、これらの結果からは指標にある「70%の CF メンバーが習得した」状態に到達した

とはいえない。 

アウトプット１の結果にあるとおり、第二次選定 CF として 2008 年 12 月に活動が開始さ

れた５つの CF においては、これまでに導入された活動は、１．参加型計画策定/レビュー、

２．CF 合法化、３．CF 巡視体制構築・強化、４．CF 境界画定、５．境界杭設置、６．地

図標識板設置などである。一方、生計向上支援活動などについては、そのほとんどが今後

活動が本格化する予定である。現段階では、第二次選定 CF はプロジェクト終了半年前にお

いて未だ活動を実施している状況であり、アウトプットレベルの成果（アウトプット１）

を発現させ、さらにプロジェクト目標達成へ貢献できる見込みは低いと言わざるを得ない。

従って、これまで FP 活動を通じて CF メンバーへ移転された手法やノウハウ、技術が、

持続的なコミュニティ資源の利用を担保するに十分であるかも、現時点では未だ確かとは

言えない状況である。 

 

3-2. 評価結果の要約 

評価の結果は、「とても高い」、「高い」、「中程度」、「低い」、「とても低い」の 5 段階で表現

した。 
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（１） 妥当性 

プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標の妥当性は「高い」。 

 

FP サイト地域住民のほとんどは、農業とコミュニティ資源に依存して生計を立てている。

しかしながら、近年では FP サイト周辺において土地開発が急速に拡大していることが認識

されており、このような状況が地域住民による持続的コミュニティ資源利用の脅威となっ

ている現状があることから、本プロジェクトの実施は地域住民のニーズに合致している。

また、カンボジア政府は、CF を持続的コミュニティ資源管理の潜在的手段と見なしている。

カンボジアの森林法によれば、地方 FA 職員は CF の合法化において地域住民を支援する役

割を果たすこととなっており、地方 FA 職員の育成は極めて重要であることから、プロジェ

クトの実施は FA 及び FA 職員のニーズにも合致している。 

政策面では、カンボジアの「国家森林プログラム(NFP)」（2010 年）には 6 つの優先課題

があり、それらは１）森林区画、分類及び合法化、２）保全、森林資源開発および生物学

的多様性、３）森林法施行及びガバナンス、４）コミュニティ・フォレストリー、５）キ

ャパシティー・研究デベロップメント、6）持続可能な森林資金調達であることから、プロ

ジェクトの上位目標及びプロジェクト目標との整合性が極めて高い。日本側のカンボジア

に対する援助方針については、外務省の「国別援助計画」において「現在カンボジア政府

が取り組んでいる森林犯罪の監視モニタリングプロジェクト等を積極的に支援する。また、

荒廃した森林資源の再生、持続可能な森林経営の観点から、造林、苗畑、コミュニティ・

フォレストリー等の観点から人材育成を支援する林業訓練プロジェクト、森林計画の策定

および造林技術等を積極的に支援していく。」とあり、これらの方針を受けたプロジェクト

であることは明確である。  

 

（２） 有効性 

プロジェクトの有効性は以下に照らして、「中程度」である。 

 

プロジェクトのターゲットグループである CF メンバーは、CF/FP 活動を通じて育成され

た地方 FA 職員（C/P）及び各講師から、実践的な手法やノウハウを移転されてきた。しか

しながら、CF メンバーのうち全 CF の平均でも「移転された技術や情報を適用した」と回

答したのは 51%に留まった。従って、プロジェクトが目標とした「CF メンバーが手法やノ

ウハウを習得する」という段階には至っていない。アウトプットの貢献度では、５つのア

ウトプットのうち、アウトプット 1、アウトプット２及びアウトプット３の３つは直接的に

プロジェクト目標の達成に貢献した。特にアウトプット３は、FP サイトの地方 FA 職員が

地域住民のニーズにあった技能を習得することを目指したものであり、地方 FA 職員は研修

等で得た知識や技能を、アウトプット１及びアウトプット２の CF/FP 活動の実践を通じて

習得し、サイト内地域住民の持続的コミュニティ資源利用の体制づくりに貢献するという

アプローチの基盤をなすものであった。アウトプット１の達成度でも既述したとおり、2008

年 12 月に開始した第二次選定 CF の 5 サイトでは、終了時評価時点でも、生計向上活動の

ほとんどがこれから実施される予定であり、アウトプット１もまだ十分に発現していない

状況である。このように、プロジェクト後半に入ってから５つの第二次選定 CF を開始する
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という状況では、最も重要なアウトプット１がプロジェクト目標達成に十分貢献すること

は困難な状況であった。 

 

（３） 効率性 

プロジェクトの効率性は「中程度」である。 

 

ほとんどの投入は、発現した各アウトプットに照らして、その投入タイミング、数量、

質及びコストにおいてはほぼ適切であった。効率性に貢献した要因としては、FWTC の研

修用に供与された GPS が、CF の境界画定用で必要となった地方 FA 事務所へ貸し出され使

用されていることが挙げられる。これは当初新規購入の要望が出されたものであったが、

研修用機材を有効活用し対応した。 

一方で効率性を阻害した要因もあった。１）プロジェクト開始当初フェーズ１で育成さ

れた FWTC の 10 名の C/P (研修担当)が配置されたが、半年後に改訂されたプロジェクト内

規の処遇に不満を持ち 6 名がプロジェクトを離れた。２）研修は、プロジェクト実施期間

中にカンボジア側の主導により実施する体制に移行することが計画されていたが、現時点

でも移行はされておらずその予定もない。またカンボジア側による研修費用の負担も移行

されていない。 

RECOFTC との CF 研修における連携は、2006 年度に 7 ヶ月余り派遣された短期専門家が

担当しプロジェクト開始当初から計画されていたものの、結果として 4 名の C/P が

RECOFTC 主催の CF 研修講師養成研修(TOT)を 2008 年 1 月から 12 月にかけて 63 日間受講

した（開催場所と機材、受講者の送迎は FWTC が提供し、プロジェクトは 4 名の受講料の

半分を支払っている）。C/P は、4 名のうち 3 名がコンポンチュナン FAC から（現在は、3

名ともコンポントラチッチ FAC/FAD 事務所に所属）、1 名が FA 本局からであった。このよ

うな計画の遅れから、FP 研修講師として育成された C/P による最初の CF 研修が実施され

たのは 2009 年 9 月下旬になってからであった。現在までのところ、この 4 名による研修は

合計 4 回（2 回が FWTC、2 回がコンポンチュナン FAC でそれぞれ CF メンバーと FA 職員

を対象として実施され、計 81 名が彼らによる研修を受講しているものの、特にコンポント

ラチッチ FP（コンポンチュナン FAC）における研修実施のタイミングは、CF 活動開始から

3 年近くが経過した後の研修実施となっていた。 

なお、全般的なプロジェクトの活動の遅れは、プロジェクト開始当初の PDM が適切な内

容ではなかったこと、それに伴いプロジェクト実施体制を整えることに時間を要したこと

が原因と考えられる。 

 

（４） インパクト 

プロジェクト実施のインパクトは「中程度」である。 

 

プロジェクト実施によるプラスのインパクトは確認できているものの、上位目標の達成

については本プロジェクト以外の要因も多く、またプロジェクト目標が十分に達成されて

いないことから、後に記述する自立発展性にも課題のある現時点では上位目標達成の見込

みを判断するのは困難である。 
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プロジェクト実施によるインパクトとして、１）調査対象の元研修生のうち 54%が研修

終了後得た知識や技術を他の人と共有したとしており、そのうち 43%が共有した相手は職

場の同僚であるとしていた。このことから、FWTC で研修を受講した地方 FA 職員の 4 分の

１は職場での知識・技術の共有・伝播をしていると推察できる。また、同インタビュー調

査の結果では、特に GPS の操作方法を同僚に教えた元研修生が多かった。また、２）クラ

ヤ FAT（コンポントム FAC, コンポントマール FAD）の職員はコミューンの開発計画策定

会議に招かれた。これまではコミューンに対してプロポーザルを提出する立場だったとい

うことから、このような事例は今後のコミューンとの連携のあり方を示唆するものと思わ

れる。  

  

（５）自立発展性 

プロジェクト終了後のカンボジア側における自立発展性は、以下の観点から「低い」。 

 

１）組織的自立発展性 （「中程度」） 

FA のプロジェクト関係者からは、プロジェクト終了後も FWTC では地方 FA 職員を対象

とした研修を実施していく計画があること、また CF の実施についても同様であることが明

言された。FWTC はフェーズ I からの十分な活動経験を有していることから、プロジェクト

で実施した３分野の研修コースについては研修を継続して実施することは可能と考えられ

るが、この点は活動経費が手当てされるかという財政的自立発展性にかかっている。  

FP サイトの CF/FP 活動におけるプロジェクトのアプローチは、FA の地方機関

FAC-FAD-FAT の各レベルに C/P を配置し、彼ら自身が主体的に実施するというものであっ

た。このアプローチは、円滑なプロジェクトの実施はもとより、地方 FA 職員の個々の能力

開発に直接的に貢献をするものであったことから、地方 FA 事務所にも組織的に経験が蓄積

された。今後の課題はプロジェクトが支払っていた日当の手当が無くなっても、必要な活

動を継続することができるという財政的自立発展性にかかっている。なお、この財政的自

立発展性は、以下で述べる「フォローアップができる体制の構築」にも不可欠な条件であ

ると言える。 

 

2) 技術的自立発展性 （「高い」）  

FWTC の 4 名の C/P は、森林管理計画、造林、コミュニティ・フォレストリーの研修コ

ースの実施については十分な技術的能力を習得している。 

FP サイトの地方 FA 職員の 34 名の C/P は、各地方事務所によって差はあるものの、特に

プロジェクトの CF/FP 活動を通じた実践的な知識と技能は概ね習得されている。また FA 職

員から技術や情報を移転された各 CF メンバーへの調査によっても、それらが「実践的であ

る」ことが検証された。 

FP サイト以外の地方 FA 職員は、FWTC 研修コースの受講を通じて実践的な技術と知識

を移転されてはいるものの、これまでのところそれらを活用し、満足する程度役立ったと

しているのは全体の 4 分の１にすぎない。従って、今後の CF 活動においては、何らかの形

で CF/FP 活動を実践した経験を持つ FA 職員及びプロジェクトの C/P が、フォローアップを

行うことができる体制の構築が必要である。 
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FP サイトの CF メンバーの手法やノウハウの習得状況については、プロジェクト目標に

もなっているが、現時点ではおおよそ半数程度のメンバーが適用している状況で、残りの

プロジェクト期間での CF/FP 活動の成果発現が待たれる。 

 

3) 財政的自立発展性 （「とても低い」） 

FWTC で実施してきた研修コースの経費（1 コースあたり$3,500）は、終了時評価時点で

も全て日本側が負担している。プロジェクト開始時の計画ではプロジェクト 3 年目から、

段階的にカンボジア側に移行することになっていたが、実際には移行されておらず、その

予定も無いことが確認された。研修経費のカンボジア側への移行については、これまでに

何度か協議の場が持たれてきたが、カンボジア側の財政事情により移管が実現できないま

ま現在に至っている状況である。 

また FWTC の研修と CF/FP 活動をつなぐ FP ファシリテータ 2 名への聞き取りでは、「地

方 FA から要請がなければ、自ら出向くような活動はプロジェクト終了後にはできない」と

回答した。 

FP サイトでは、先行した CF のうちボエンコック CF では、生計向上の活動から野菜生産

や養鶏に取り組んだメンバーはこれらの販売から収入を得ることができ、すでに生計が向

上した住民もいる。従って、プロジェクトによる支援終了後も彼ら自身で活動を継続して

いく可能性は高い。しかしながら現時点では第二次選定の５つの CF における生計向上活動

は開始されておらず、プロジェクトが支援した全 7CF の財政的自立発展性の見込みは判断

できない状況である。 

FA 事務所の C/P の CF/FP 活動に対しては、プロジェクトから活動日数分の日当が支給さ

れている。プロジェクト終了後の活動について「モニタリング等も含め継続する」という

のが訪問したほとんどの FA 事務所 C/P の回答であるが、バイクのガソリン代などもこの日

当でカバーされており、今後の活動の継続が担保されるような予算がカンボジア側によっ

て手当てされない場合、CF 訪問の頻度が減る可能性もある。ほぼ支援活動を終え生計向上

の効果が発現しているボエンコック CF を除いて、プロジェクト終了後の継続した支援活動

及び新規 CF の活動も財源次第という状況である。 

 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

1） プロジェクトでは 3 つの対象カントンメントにおいて７つの CF に CF/FP 活動を導入

し、すべての活動は地方 FA 事務所職員（FAC-FAD-FAT）の C/P を通じて地元住民（CF

メンバー）による参加型アプローチで実施されてきた。このアプローチは、現場レベ

ルで協働する機会が少なかった地方 FA 職員と地元住民（CF メンバー）が連携して活

動する機会を提供すると共に、それを通じて特に地方 FA 職員の能力強化、さらに CF

グループの能力強化に効果的な貢献をした。 

2） 生計向上支援については、CF 合法化、及び林業活動とともに CF/FP 活動の３つのコン

ポーネントの一つとして計画されている。生計向上の活動が実施されている CF は現在

のところまだ少ないものの、３つの活動の最初のステップとすることで、地域住民の

CF 活動参加へのモチベーションを高める機会になっている様子もあり、他の CF での
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今後の成果にも期待は高い。 

（２）実施プロセスに関すること 

1） FP サイトでの CF/FP 活動の推進については、地元機関との連携による CF 合法化、生

計向上支援の研修（野菜栽培、養鶏）など、活動が実施された CF では効果が得られて

いた。 

2） FP 活動は住民の参加を通じて活動が実施されており、FA 地方事務所の C/P は地域住民

へのファシリテータとして活動に従事してきた。このような実施体制の構築は、FA 地

方事務所職員と CF メンバーや地域住民との間で、適切なコミュニケーションを促進す

ることに貢献した。 

 

3-4. 問題点及び問題を惹起こした要因 

（１）計画内容に関すること （現 PDM の論理性について） 

1） PDM は、事前調査時以来数回の変更がなされたものの、現 PDM(ver.2)においてもその

表現と論理性は未だ十分に明確とはいえない。特にプロジェクト目標の表現は不明確

である。プロジェクト目標を例にとれば、「森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて

（アウトプット）、フィールドプロジェクト(FP)サイトにおける地元住民の生活の安定

化に資する（上位目標）、持続的コミュニティ資源利用が担保される(プロジェクト目

標)」と分析でき、プロジェクト目標の中にアウトプットレベルと上位目標レベルの内

容が含まれている。PDM の論理性が高ければ、それぞれ上下の要約欄に上位目標もア

ウトプットも明確に書かれることになるので、説明や表現を繰り返す必要はない。ま

た、アウトプットとプロジェクト目標の関係が分かりにくく、目標の表現を補足する

はずの指標も、達成度を適切に測定するものとはなっていなかった。PDM が論理的で

無いことにより、プロジェクト開始後におけるプロジェクト実施体制構築の遅れ、円

滑な事業実施や効率的な資源配分の阻害といった点について、悪影響を及ぼすことと

なった。 

（２）実施プロセスに関すること 

1） 2008 年 12 月に開始した第二次選定 CF の 5 サイトでは、終了時評価時点でも生計向上

活動の多くはこれから実施される状況であり、アウトプット１もまだ十分に発現して

いない状況である。このことから、最も重要なアウトプット１がプロジェクト目標達

成へ十分に貢献できない状況となった。この原因も当初の PDM の内容に原因があると

考えられる。 

2） プロジェクトの成果の活用と将来の方向性について、特に財政的な持続性についての

議論がプロジェクト関係者でなされるべきであったが、この点のコミュニケーション

は十分でなかった。 

3） 自立発展に向けて、カンボジア側のプロジェクトオーナーシップ醸成への取り組みが

十分でなかった。この点は、カンボジア側に対しプロジェクト実施中の 5 年間をかけ

て自覚される必要があり、そのための働きかけが日本側のあらゆる立場から常にされ

なければ容易に育つものではないことから、より戦略的な日本側の対応が必要であっ

た。 

4） プロジェクトの目標達成度モニタリングについて、プロジェクトでは PO に沿った活動
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の進捗管理が実施されていたが、各指標による目標の達成度モニタリングは十分に実

施されてこなかった。プロジェクトの前半では投入状況と活動の進捗状況管理を主に

行うことで問題ないが、プロジェクト後半はプロジェクト目標達成に向けて、アウト

プットの発現状況、プロジェクト目標の達成度もプロジェクト運営上管理すべき重要

な項目であった。 

 

3-5. 結論 

 協力期間内のプロジェクト目標の達成は現時点では見込めない。そのため、自立発展性

の観点からプロジェクト終了後、上位目標達成に向けてプロジェクトの成果をいかに活用

していくかを、プロジェクト残り期間で検討する必要がある。残り期間に各種の検討事項

および提言事項に対応することにより、プロジェクト目標の達成は見込まれることから、

予定どおり 2010 年 12 月 14 日をもってプロジェクトを終了することとする。 

 

3-6. 提言 

（1） プロジェクトは、今後のプロジェクト成果の普及と共有を目的として、研修教材

と CF/FP 実施マニュアル等を取りまとめ、編纂すべきである。 

（2） プロジェクトは、2010 年 12 月までにワークショップを開催し、プロジェクトの

成果と経験を、カンボジア国内のステークホルダー、開発パートナー、地方 FA 事務所、

地方自治体との共有をはかるべきである。 

（3） プロジェクトは、FWTC の機能が持続することを目的として、2011 年以降のより

一層の有効活用策を提案すべきである。 

（4） プロジェクト及び森林局は、プロジェクト終了後に継続が必要な活動について、

どのように財政的自立発展性を向上させるかを議論し、検討すべきである。 

（5） 森林局は、地方 FA 事務所に対し、各 CF 及び地域住民への支援（モニタリング、

技術的支援、必要な機関との調整）が継続できるよう配慮すべきである。 

（6） プロジェクト活動が遅れる原因となった PDM に関連する問題について、プロジ

ェクトにおいて課題を取り纏め、関係者間で共有すべきである。 

 

3-7. 教訓  

（1） PDM 策定に際しては、明確なビジョンとアプローチについての慎重な審査がプ

ロジェクト開始前になされるべきである。 

（2） （カンボジアでの）コミュニティ資源管理の推進においては、中央及び地方自治

体の双方がともに関与する必要がある。このアプローチは、地方の行政機関及び CF グ

ループの能力強化において有効に貢献する。 

（3） （カンボジアでの）CF 合法化の推進においては、中央及び地方自治体双方の関

与が必要である。 

（4） （カンボジアでの）地域住民あるいは CF メンバーへの生計向上支援のアプロー

チは、CF 開発を効果的に促進することができる。地方 FA 職員は、CF 開発の一部とし

て地域住民の生計向上を促進する役割を果たすことができる。 

 



xii 
 

評価調査結果要約表（英文） 

Summary of Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country: Cambodia  Project Name: The Capacity Building for the Forestry 

Sector Phase II 

Issue/Sector: Natural Resource Management Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division or Office in charge: JICA Cambodia 

Office 

Total Cost:  477 million yen 

Duration of 

Cooperation 

December 15, 2005 – 

December 14, 2010 

Partner Country’s Implementing Agency: Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries  

Supporting Agency in Japan: Ministry of Agriculture, 

Forestry and Fisheries  

1-1. Background of the Project 

The Kingdom of Cambodia is known as a country with rich forests and natural resources. According to the 

Food and Agriculture Organization of the United Nation (FAO), the forests in the country totalled over 13 

million hectares, or more than 70% of the total land area (about 18 million ha) in the 1960s. However, for 

over 40 years, especially the last 20 years after the civil war, forests have been constantly damaged and 

devastated. In 2003, the total area of forest was estimated at about 11.4 million hectares or about 62.7% of 

the total land area1. Forest cover ratio is very differs in each province and municipality, such as forest ratio 

of Preah Vihear is shown as 95.3% and Phnom Penh is no remaining of forest. The direct causes of 

deforestation, or degradation of forests, are mainly illegal logging and encroachment of the forests for 

expansion of agricultural land.   

 

On the other hand, poverty is widespread with 36 percent of the rural population, some 4.5 million people, 

are living below the poverty line2, and the economic gap between the rich and poor is widening. The 

majority of the population is dependent on agriculture and access to natural resources. It means the 

majority people remain vulnerable and rely on natural resources due to land shortage, increasing 

population, poor harvest and others. 

 

Today is more serious issue relating to forest-clearing for personal land grabbing ambition of those rich and 

powerful individuals. In detail, there is on the increase along with the lack of lands for farming and 

building residential houses for the people. At the same time, forestland has been diminished because of 

illegal logging and land encroachment ruing the past decade. The forestland in concessions also were 

poorly managed and exploited by the companies. 

 

If forests are well managed, it is a great potential to lift millions of people out of poverty, through improved 

                                            
1 Forestry Statistics in Cambodia in 2004 (FA) 
2 Less than US$1 per day 
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and enhanced livelihoods and indirectly, through their contribution to the national economy.  In fact, 

forests in Cambodia are one of the important resources for the country’s economy and for people. Over 

90% of the households in Cambodia use firewood and charcoal for fuel3.  

 

In this situation, proper forest resource management is one of the prime concerns in Cambodia’s domestic 

policy. In parallel, there is a pressing need to train FA staff, but FA did not have a training system with 

regular courses for its own staff. In April 1999, the Cambodian government requested the Government of 

Japan to assist human resource development of FA. 

 

The Capacity Building Project for the Forestry Sector in Kingdom of Cambodia (hereinafter referred to as 

the Phase I Project) commenced in December 2001 under the collaboration with JICA.  

 

The Phase I Project trained in three years approximately 1,500 foresters on forestry law, community 

forestry, nursery, silviculture, forest/wildlife management and measurement. In successfully provided 

trainees with basic knowledge on the subjects and raised their awareness of their duties defined by the 

Forestry Law. However, the final evaluation team of the Phase I Project found out that trainees’ application 

of acquired skills and knowledge needs improvement. This is partially due to the short course duration and 

insufficient field practice. 

 

The Royal Government of Cambodia requested the Government of Japan to extend its technical assistance 

for five years. In response, JICA sent the preliminary study team to confirm the needs for assistance and to 

discuss the details of the Project. The Record of Discussion was signed on December 14, 2005.  

 

1-2. Master Plan of the Project 

Overall Goal 

Sustainable community resources utilization by local people is secured in the area conducted participatory 

community resources management. 

Project Purposes 

Through the capacity building of Forestry Administration (FA) officers, sustainable utilization of 

community resources is secured for stabilizing the living of local people in the Field Project (FP) sites. 

Outputs 

Output 0 

Preparation of the Project activities and the training for first FP sites and local FA who are not in the FP 

sites are completed. 

Output 1 

Community resources are managed properly in the FP sites through smooth implementation of the CF 

activities and other relevant activities.   

Output 2 

                                            
3 Cambodia Millennium Development Goals Report 2003 (Royal Government of Cambodia) 
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Importance of community resources, including forestry resources, is recognized by local people in the FP 

sites. 

Output 3  

Practical knowledge and skills, which can be utilized for local people’s needs, are obtained by local FA 

officers in the FP sites. 

Output 4 

Practical knowledge and skills are obtained by local FA officers through efficient and effective training for 

their utilization in the office and/or fields.  

 

1-3. Inputs 

1-3-1.Cambodian side 

1) Allocation of Counterparts (C/P)  Total  46 persons 

2) Project office and other facilities  

3) Local Cost    Total 129,000 USD 

1-3-2. Japanese Side 

1) Dispatch of Experts 

  Long-term Experts 

Chief Advisor    5.1 M/M 

Chief Advisor / Participatory Forest Mgmt.   24.0 M/M 

Chief Advisor / Training Plan and Mgmt  21.6 M/M 

4) Village Resource Management   13.8 M/M 

5) Coordinator / Village Dev. And Extension  19.7 M/M 

6) Training in Forestry Sector / Coordinator  24.0 M/M 

7) Community Forestry / Coordinator        35.0 M/M 

8) Community Forestry II   29.6 M/M 

Short-term Experts 

1) Community Forestry    1.9M/M 

2) Training Plan     1.0M/M 

3) Community Forestry / Coordination w/WB PJ  7.6M/M 

Total     183.3M/M 

2) C/Ps Training in Japan 

  A total of twenty-nine (29) personnel trained in Japan. 

3) Provision of Equipment 

  Total Amount of Provision Equipment     125,774USD 

4) Local Cost 

Total Disbursement of Local Cost by Japanese side  785,517USD 
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II. Members of Evaluation Team 

Mission 

Members 

Team Leader Mr. Hitoshi HIRATA Senior Representative, JICA Cambodia 

Office 

Forestry Management Mr. Mikihiro INOUE Forestry Agency, Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries 

Evaluation and 

Analysis 

Ms. Yoshiko 

TAKAHASHI 

Y’s Consulting Office Co., Ltd. 

Evaluation 

Management 1 

Mr. Yukihiro SHIBUYA Representative, JICA Cambodia Office

Evaluation 

Management 2 

Ms. Ayako OSADA National Staff, JICA Cambodia Office 

Period of 

Evaluation 

June 13, 2010 – June 25, 2010 Type of 

Evaluation 

Terminal 

Evaluation 

III. Results of Evaluation 

3-1. Summary of Evaluation Results 

3-1-1. Achievement of Outputs 

Output 0 

Output 0 has been produced.  

The guideline has been revised under Output 1 as “FP Manual (ver.2)”. The training curriculum and 

materials had revised and Training Plan had prepared and the trainers list has been prepared in 2006.  

 

 

Output 1 

Output 1 has been produced partly. In Boeng Kok CF, almost completed all planned activities. In 2nd 

targeted five (5) CFs, some livelihood and other activities are still under implementation. On CF 

legalization, none of the CF out of seven (7) CFs has reached to step 8 (Objectively Verifiable Indicator 

1-a.), although there are some progress has been made in each CF. The Project confirmed that most of the 

CFs have exchanged information each other on a routine basis (OVI 1-b.). Some CFs have started 

collecting membership fees, they are facing difficulties on collection and the saving amount are still very 

small. The results of the survey indicate that 88% to 100% of CF members interviewed mentioned that the 

amount of forest resources has increased in each CF (OVI 1-c.). The 2nd targeted five (5) CFs had started 

FP activities in December 2008 and some activities have not been started yet at the time of Terminal 

Evaluation. It is uncertain if these activities would contribute to produce Output 1 and contribute to upper 

project purpose level by the end of the Project. 

 

Output 2   

Output 2 has been produced fully.  

It seems CF members understood clearly about the importance of community resources. The Project 

utilized the previous CF assistance by the other NGOs and donors since their establishment.    
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Output 3    

Output 3 has been produced. 

100% of interviewed CF members in each CF mentioned that all the techniques and information provided 

by local FA officers are “practical”. It is confirmed that the materials provided by FA offices are utilized by 

CF members.  

In addition, the local FA officers have obtained practical knowledge and skills. According to the results of 

survey done by the Project on local FA officers in the FP sites (C/Ps of the Project), “FP implementation 

Affairs”, “Personal Consciousness on Duty” and “Self-evaluation of own work/ability through FP” are 

marked three highest points. FP Counterparts have been obtained skills and knowledge for CF 

implementation and they are confident on their work/ability to continue CF activities. On the other hand, 

there is big gap among local FA officers of their “Basic Administrative skills”.  

 

Output 4   

Output 4 has been produced, although it is lower than expected level on the indicators. 

According to the results of questionnaire survey on three hundred thirty one (331) ex-trainees done by the 

Project in December 2009, the 22% of ex-trainees answers “Yes” to the question “Do you gained your 

knowledge and skills sufficiently assist you”, the 33% answers “No” and the 39% does not answer. The 

55% of them answers “Happy with the gain knowledge”, “Remained unclear” 2%, “Do not solve your 

issue” 1%, “Need more training” 24% and the 18% does not answer for the question “After attending 

training course, how do you feel”. For the utilization of skills and knowledge, the 47% of ex-trainees 

utilized them, the 6% of them not utilized and the 47% does not answer. The 38% of the Chiefs answers to 

the quality of trained staff is “Applicable”, and the 61% answers “Some (skills & knowledge) applicable”. 

There were some comments from interviewees on trainees’ selection. Some selected trainees were not in 

charge of the activities relating to the training subjects.    

 

3-1-2. Achievement of the Project Purpose 

Project Purpose 

Through the capacity building of Forestry Administration (FA) officers, sustainable utilization of 

community resources is secured for stabilizing the living of local people in the Field Project (FP) sites. 

 

OVI: At each target CF, method and know-how to secure sustainable utilization of community resources 

are obtained by 70% of CF members by the end of the Project. 

 

On average 51% of interviewed CF members are “applied” transferred techniques and information. In 

addition, 68% of interviewed CF members are “involved” in their planned activities. Through those 

activities, CF members are transferred practical method and know-how from the local FA officers and/or 

other trainers.  In the new five (5) CFs targeted in December 2008 (2nd targeted CFs), although the 

activities related on Plan/Review, CF legalization, CF patrolling, Boundary demarcation / Boundary post 

setting / Map signboard installation have been implemented, livelihood activities and some other activities 
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have not been started yet at the time of Terminal Evaluation study. Therefore, it is still uncertain if these 

techniques are enough to secure sustainable utilization of community resources and it is difficult to 

prospect full achievement of the Project Purpose at the present moment.  

 

3-2. Results of Evaluation by Five Criteria 

Evaluation results are graded by five ranks of “Very High”, “High”, “Fair”, “Low” and “Very Low”. 

 

3-2-1. Relevance 

Relevance of the Project is evaluated “High”. 

The Overall Goal is still relevant with needs of targeted area and society. The Project Purpose is still 

relevant with needs of Target Groups of the Project. Most of the local people in the FP sites have been 

depending on agriculture and community resources for their livelihood. However, it is well recognized that 

the land development has been expanding rapidly and it threatens the sustainable use of community 

resources by local people. The government of Cambodia regards CF as potential measures to sustainable 

community resources management. According to the Forest Law, the local FA office should fulfill roles 

supporting local people on CF legalization. In this manner, it is crucial to train local FA officers in 

Cambodia. The Overall Goal and the Project Purpose are still relevant with Cambodian National Policies. 

According to “National Forest Programme (NFP)” (2010), there are six (6) priority issues; 1)Forest 

Demarcation, Classification and Registration, 2)Conservation and Forest Resource Development and 

Biodiversity, 3)Forest Law Enforcement and Governance, 4)Community Forestry, 5)Capacity and Research 

Development and 6) Sustainable Forest Financing.  

 

3-2-2. Effectiveness 

Effectiveness of the Project is evaluated “Fair”. 

On average 51% of interviewed CF members are “applied” transferred techniques and information. 

Through those activities, CF members are transferred practical method and know-how from the local FA 

officers and/or other trainers. In the new five (5) CFs targeted in December 2008 (2nd targeted CFs), 

although the activities related on Plan/Review, CF legalization, CF patrolling, Boundary demarcation / 

Boundary post setting / Map signboard installation have been implemented, livelihood activities and some 

other activities have not been started yet at the time of Terminal Evaluation study. Therefore, it is still 

uncertain if these techniques are enough to secure sustainable utilization of community resources and it is 

difficult to prospect achievement of the Project Purpose at the present moment.  

Output 0, Output 1, Output 2 and Output 3 have contributed to the Project Purpose. Especially Output 3 has 

contributed directly to the Project Purpose and it also contributed to Output 1 and Output 2 through the 

CF/FP activities for the local people in the sites.  

One constraint factor to achieve the Project Purpose was non-logical PDM of the each version. Especially, 

relation between the Project Purpose and their Objectively Verifiable Indicators, relation between the 

Project Purpose and the Overall Goal, and Output 1, Output 2, Output 3 and their Indicators. Additionally, 

one more Output for connecting experiences both CF/FP activities and trainings of FWTC should have 

been set in PDM. The other constraint factor was inappropriate timing for 2nd targeted FP/CF sites 
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selection to contribute achievement of the Project Purpose.  

 

3-2-3. Efficiency 

Efficiency of the Project is evaluated “Fair”. 

The Inputs has been appropriate in terms of timing, quantity, quality and cost in order to produce the 

Outputs of the Project. Some contribution factors are that the provided equipment GPS to FWTC for 

trainings have transferred to (lend) local FA offices for their boundary measurement.  

On the other hand, there are some constraint factors affected to efficiency such as 1) Six (6) C/Ps who were 

trained in phase I had left the Project in 2006, 2) born insufficient budget for trainings at FWTC by 

Cambodian side. The cooperation with RECOFTC (NGO) on CF Training of Trainers had delayed one year 

and C/Ps finally completed trainings in December 2008. Thus the 1st CF training by C/Ps was organized in 

September 2009. Although those trainers instructed in the four (4) CF trainings and trained eighty-one (81) 

trainees, this event was also one of the constraint factors affected to efficiency. 

 

3-2-4. Impact  

Impact of the Project is evaluated “Fair”. 

1) Prospect to achieve Overall Goal 

It is too early to prospect to achieve Overall Goal, although several positive impacts of the Project are 

observed. 

2) Other unintended Impacts by the Project implementation 

The following positive impacts are observed. A total of 54 % of ex-trainee (331) shared the skills and 

knowledge with other people after the training, and 43% of them shared with co-leagues. The result of 

interview survey shows many of them instructed or shared usage of GPS. A local FA officer in Krayea FAT 

mentioned that FA officer was invited to the meeting for commune development plan formulation.  

  

3-2-5. Sustainability 

Sustainability of the Project is evaluated “Low”. 

1)Organizational sustainability (Fair) 

From the result of questionnaire to the FA management in central, Acting Director of Institute of 

Forest-Wildlife Research and Development (IRD) (on behalf of Project director), Deputy Head of FA 

(Project Manager) and Deputy chief of IRD (Deputy Project manager) mentioned that FA will continue to 

provide trainings for the local FA officers and also to implement CF after the Project. FWTC has enough 

experiences to provide trainings on Forest Management Plan (FMP), silviculture and CF for FA officers. 

The Project approach which carried out FP activities with C/Ps in line with FAC, FAD and FAT had 

contributed not only smooth implementation but also capacity development on individual local FA offices. 

The CF members are likely continuing their livelihood improvement activities by themselves after 

completion of the Project assistance.  
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2) Technical Sustainability (high) 

Four (4) C/Ps at FWTC have obtained enough technical capacity to organize trainings for FA officers on 

FMP, Silviculture and CF.  C/Ps in FP sites have obtained skills and knowledge especially for CF 

implementation from the Project activities, although ability and knowledge vary in each local FA officers. 

It is confirmed that most of the C/Ps in FP sites are confident with their skills and knowledge on CF/FP 

implementation as their duty. On the other hand, some of them are still not confident on their Basic 

administrative skills.  

 

3) Financial Viability (very low) 

Japanese side has provided 100% of training expense which cost about 3,500 USD/course and it was 

planned to be transferred to the Cambodian side gradually from the 3rd year. However, it has not started 

yet. If there is no financial support from donors or NGOs, then it become difficult for them to utilize their 

operational capacity developed through the Project activities.   

 

3-3. Factors contributed to the Project 

3-3-1. Related to the Project Plan 

 -  The Project has implemented CF/FP activities at seven (7) CFs and all the activities have been carried 

out based on participatory approaches through the local FA officers. This approach effectively contributed 

the capacity building of local FA officers and CF groups. 

 - Livelihood approach as a component with CF legalization and Forestry activities on CF/FP 

implementation.  

3-3-2. Related to the Implementation Process of the Project 

- Cooperation with local authorities to implement CF/FP activities effectively. 

- Good relationship and communication between local FA officers (C/Ps) and CF members by the role of 

local FA officers as facilitator. 

 

3-4. Factors inhibited to the Project 

3-4-1. Related to the Project Plan 

  - Although the PDM has been revised several times since preparation period, the logic of current PDM 

(ver.2) is still not clear. It made stakeholders confused and had negative affect to the Project smooth 

implementation as confirmed above.  

3-4-2. Related to the Project Implementation Process 

  - Inappropriate timing of implementation for the second selected five (5) CFs in December 2008. 

- Insufficient discussion and communication on financial viability among the Project stakeholders. 

- Inappropriate project management of Monitoring on achievement of the Project by the Objectively 

Verifiable Indicators. 

 

4.  Conclusion  

 By the end of the Project duration, it is difficult to prospect full achievement of the Project Purpose at 

the present moment and it is still uncertain if these techniques are enough to secure sustainable utilization 
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of community resources. Accordance with sustainability, it is confirmed that the Project should suggest 

further effective utilization of FWTC from the year 2011 and should discuss on how to improve financial 

sustainability for the activities after the Project completion. Therefore, the evaluation team considers some 

recommendations to the Project and the Project will terminate in December 2010 as it planned. 

  

Recommendation 

1) The Project should compile the materials of trainings and CF/FP implementation in order to share the 

outcomes of the Project for dissemination.  

2) The Project should organize a workshop for the stakeholders such as development partners, relevant FA 

offices and local authorities in Cambodia before December 2010 to share the outcomes and experiences of 

the Project. 

3) The Project should suggest further effective utilization of FWTC from the year 2011 in order to sustain 

the function FWTC. 

   4) The Project and the FA central should discuss on how to improve financial sustainability for the 

activities after the Project completion.  

5) FA central should make local FA offices continue to support (monitoring, technical support and 

coordination with other necessary agencies) to CF and the local people. 

 

 Lessons learnt  

PDM formulation should be carefully examined with clear vision and approach before commencement the 

Project. 

Promoting community resources management needs to involve both central and local authorities. This 

approach effectively contributes for the capacity building of local line agencies and CF groups. 

Promoting legalized community forestry needs to involve both central and local authorities.   

The approach to support local people or CF members in livelihood can facilitate CF development 

effectively. The local FA officers can play roles to facilitate local peoples’ livelihood improvement as part 

of CF development. 
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第1章 終了時評価調査の概要 

 

1-1 プロジェクトの背景 
カンボジア（以下同国）では、内戦終了後の急速な経済発展と人口増による開発圧力か

ら徐々に森林面積が減少しており、森林資源の保全は極めて重要な課題となっている。こ

うした中、同国政府は、地域住民による森林資源を含む村落資源の適切な管理の推進を主

要な課題のひとつとして取り上げ、取り組みを始めているが、実務を担当する地方森林官

は具体的な手続きを十分に理解しておらず、また、住民自身も森林を含む村落資源の自主

管理・利用のための知識、技術、経験が不足している。これまで、NGO やドナーなどの支

援を受け、関係機関がそれぞれ村落開発的な支援をしているが、十分な連携は図られず、

経験は蓄積されてこなかった。 

JICA は、2001 年 12 月から 3 年間、「森林分野人材育成計画フェーズ 1（以下、フェーズ

1）」を実施し、森林・野生生物研修センターを建設、同国では初となる森林分野における

訓練・研修の実施体制を構築した。フェーズ 1 では、延べ約 1,500 人の森林官（中央および

地方）に対して研修を実施し、森林に関する技術力の向上を図った。 

フェーズ 1 実施の結果、森林官が、それぞれの現場において実践的な技術や知識を習得し、

関係機関と連携しながら実際の活動を実施すること、そしてそれにより地域住民の生計向

上を図り、村落資源の持続的な管理を推進していくことが新たな課題として認識されるこ

ととなった。 

こうした状況を受け、同国政府は、2004 年に「森林分野人材育成計画フェーズ 2」を我

が国に要請した。3 回の事前評価調査、1 年間のパイプライン期間によるプロジェクト・デ

ザインの検討を経て、プロジェクト目標を「森林官の人材育成を通じ、フィールドプロジ

ェクト（FP）サイトにおいて、地域住民が持続的に村落資源を利用できる」とすることで

合意、2005 年 12 月より 5 年間の予定でプロジェクトを開始した。現在は 3 名の長期専門家

（チーフアドバイザー/研修計画・運営、村落林業/業務調整、村落林業 2）を派遣中である。 

今回実施する終了時評価調査は、2010 年 12 月にフェーズ 2 が終了を控えていることから、

プロジェクト開始時からの実績を確認し、評価 5 項目の観点から分析して同国関係者との

協議を行い、その結果を踏まえ、プロジェクト、同国関係者、JICA に対する提言・教訓を

取りまとめることを目的とする。 

 

1-2 調査団派遣の経緯と目的 
JICA は、本プロジェクトについて、2008 年 6 月に運営指導（中間評価）調査を実施した。

協力期間が 2010 年 12 月 14 日までとなっていることから、今般、以下の目的のために終了

時評価調査を実施した。 

 

・ プロジェクトデザインマトリックス（PDM）、活動計画（PO）に基づき、プロジェク

トの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、課題を整理する。 

・ 評価５項目（有効性、インパクト、効率性、妥当性、自立発展性）の観点から、プロ

ジェクト、カンボジア側関係者とともにプロジェクトの終了時評価を実施する。 
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・ 上記評価結果に基づき、「提言」及び「教訓」を取り纏める。 

・ 上記評価結果に基づき、合同評価報告書（JER）を作成する。 

・ プロジェクト終了後の方針等について協議し、協議議事録（ミニッツ）として取り纏

める。 

・ カンボジア政府と合同評価報告書（JER）及び協議議事録（ミニッツ）の内容に合意

し、署名交換する。 

 

1-3 調査団の構成と調査期間 
1） カンボジア国側メンバー 

担当業務 氏名 所属 

団長 Mr. Chay Chetha Deputy Director, Forest-Wildlife Development and Research 

Institute 

団員 Mr. Long Boung Deputy Chief, the Southern Tonle Sap's Forestry 

Administration Inspectorate 

団員 Mr. Ly Meng Seang Senior Official, Department of Administration, Planning, and 

Finance 

 

2） 日本国側メンバー 

担当業務 氏名 所属 

団長/総括 平田 仁 JICA カンボジア事務所 次長 

森林管理 井上 幹博 林野庁国有林野部監査室 監査官 

評価分析 高橋 佳子 有限会社 Y’s コンサルティングオフィス 

評価計画 １ 渋谷 幸弘 JICA カンボジア事務所 所員 

評価計画 ２ 長田 彩子 JICA カンボジア事務所 農業班支援要員 

 

3） 調査期間 

調査期間は、2010 年 6 月 13 日から 6 月 25 日までの 13 日間で行われた（付属資料 3 参照）。 

 

1-4 プロジェクトの基本計画 
プロジェクトの基本計画は以下のとおり。 

 

1） 上位目標 

参加型コミュニティ資源管理が実施された地域において、地域住民による持続的コミュニ

ティ資源利用が担保される。 

 

2） プロジェクト目標 

森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて、フィールドプロジェクト(FP)サイトにおける地

元住民の生活の安定に資する持続的コミュニティ資源利用が担保される。 
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3） アウトプット 

アウトプット０ 

プロジェクト活動全般に係る準備、及び第 1FP サイトと FP サイト以外の森林局出先機関

職員を対象とした研修に係る準備が完了される。（過去の研修評価及びベースライン調査の

結果に基づいた現状と研修ニーズの把握。） 

 

アウトプット１ 

FP サイトにおいて、CF 活動とその他関連活動の円滑な事業実施を通じて、コミュニティ

資源が適切に管理される。 

 

アウトプット２ 

FP サイトにおいて、森林資源を含むコミュニティ資源の重要性が地元住民に認識される。 

 

アウトプット３ 

地元住民のニーズに応じて活用されうる実践的知識や技術が、FP 内森林局職員によって

習得される。 

 

アウトプット４ 

実践的知識や技術が、事務所や現場での活用を目的に、効率的かつ効果的な研修を通じ

て森林局地方出先機関職員により習得される。 

 

4） 対象地域 

【プロジェクト所在地】 

森林局(FA)、森林・野生生物研修センター(FWTC）及びフィールドプロジェクトの所在

する森林局カントンメント(FAC)／ディビジョン(FAD)事務所 

 

【フィールドプロジェクトサイト】 

コンポントム FAC 管内コンポントマール FAD、コンポンチュナン FAC 管内コンポントラ

ラッチ FAD、その他選定された FAD で定められた対象 CF とその関連地域 
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第2章 終了時評価調査の実施概要 

 

2-1 評価設問と必要なデータ・評価指標 
本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年 3 月）』に基づき、PCM 手

法の考え方を用いた評価手法に沿って実施した。この手法は、プロジェクトの概要表であ

るプロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)に現されたプロジェクト計画と現状とを比

較して評価するものであり、プロジェクトの現状は以下の 3 点に着目して確認を行った。 

① 実績の検証：目標の達成度、アウトプットの産出状況、投入の実施状況を計画時

の目標値と比較 

② 実施プロセスの検証：実施過程全般を把握 

③ 因果関係の検証：目標の達成とプロジェクト実施との因果関係 

 

更に、評価５項目の「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」という

総合的な視点から、プロジェクト実施の価値を判断した。また調査を通してプロジェクト

に影響を与えた阻害・貢献要因を明らかにし、本プロジェクトの残り期間における提言、

類似案件への教訓を導き出した。 

 

2-2 プロジェクトの計画 
本評価で活用するプロジェクトの計画は PDM ver. 2 (2008 年 7 月 11 日) とする。 

1） プロジェクトの要約（PDM）の各要素 

上位目標 

Overall Goal 

プロジェクトを実施することによって期待される長期的な（3

年から 5 年後）目標であり開発課題。プロジェクトの実施が最

終的に目指している方向性。 

プロジェクト目標 

Project Purpose 

プロジェクトの終了時までに達成される、ターゲットグループ

や対象社会に対する直接的な効果・便益の発現。 

アウトプット 

Outputs 

プロジェクト目標達成のために、実現しなければならない直接

的な目標、アプローチ、戦略。 

活動 

Activities 

アウトプットの達成、あるいは効果の産出のために、投入を使

って行う具体的な行為。 

外部条件 

Important Assumptions 

ひとつ上の目標を達成するために必要で重要な条件であるが、

プロジェクトでコントロールできないもの。 

指標 

Objectively Verifiable Indicators 

上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの達成を測る目標

値、基準。 

指標入手手段 

Means of Verification 

指標のデータ・ソースまたは指標の検証手段。 

投入 

Input 

プロジェクトの活動を行うのに必要な、人員、機材、資金、施

設・設備など。 

前提条件 

Pre-conditions 

プロジェクト開始前に、整っていなければならない条件。 
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2） 評価５項目による価値判断 

評価 5 項目 評価の主な視点 

妥当性 

Relevance 

評価時点においても、プロジェクト目標や上位目標が受益者のニーズに一致し

ているか、問題や課題の解決策として適切か、プロジェクトの戦略・アプロー

チは妥当であったか、相手国の開発課題との整合性、日本の援助政策との整合

性、プロジェクトのログフレームは妥当か、といった「援助プロジェクトの正

当性・必要性」を問う視点。 

有効性 

Effectiveness 

プロジェクトの実施により、直接的に受益者に便益がもたらされているのか（あ

るいはもたらされるのか）を問う視点。｢プロジェクト目標｣の達成の見込み。

さらに「アウトプット」が「プロジェクト目標」の達成度にどの程度貢献して

いるのか。また有効性を阻害・貢献している要因は何かを検討する。 

効率性 

Efficiency 

アウトプットの達成度は目標値に照らして適切か。アウトプットの達成度は投

入（コスト）に見合っていたかを問う視点。投入はタイミング、質、量の観点

から妥当であったかを検討し、プロジェクトの効率性を阻害・促進する要因が

なかったかを検討する。また、類似プロジェクトとの比較において、より効率

性を高める代替手段は無かったなども検討する。 

インパクト 

Impact 

プロジェクト実施によってもたらされる、長期的、間接的効果や波及効果を見

る視点。上位目標は計画時に予期したプラスの長期的効果であり、その達成度

はインパクトで見る。計画時に予期しなかったプラス・マイナスの波及効果は

ログフレームには書き込まれていないが、広く検討する。 

（JICA 評価での「インパクト」は、プロジェクト実施による外への波及効果に

限定する。従って、プロジェクト目標の達成度は｢インパクト｣ではなく、「有効

性(目標達成度)」で検討する。） 

自立発展性 

Sustainability 

援助が終了しても、プロジェクト目標、上位目標などプロジェクトが目指して

いた効果は持続する見込みがあるかを問う視点。具体的には、実施機関のオー

ナーシップの確保など組織・制度的側面、財政的側面、技術的側面から自立発

展性の見込みを考察する。 

 

 

2-3 情報・データの収集方法 
（1） 主な調査項目 

主な調査項目については付属資料 6．「評価グリッド」を参照。 

 

（2） データの収集方法 

上記調査・評価項目のための情報収集源およびデータ収集方法は以下のとおり。 

 

１）資料レビュー調査 

・ プロジェクト作成「終了時評価 事前資料」 

・ 「事前調査評価報告書」(2004) 
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・ 「運営指導（中間評価）報告書」 (2008) 

・ ローカルコンサルタント調査結果 

・ プロジェクト実施 FP カウンターパート意識調査結果 

・ プロジェクト実施元研修生調査結果 

 

２）質問票調査 （回答者記入方式） 

・ 事前送付･回収、回答者個別記入方式 

・ カウンターパート、日本人専門家 

 

３）インタビュー調査 

・ カウンターパート（森林局 FWTC 職員、森林局地方出先機関職員） 

・ コミュニティーフォレスト・メンバー 

・ 日本人専門家、その他プロジェクト関係者 

 

４）現場視察 

・ 森林局地方出先機関 

・ 各フィールドプロジェクト 

 

2-4 分析、提言と教訓の策定 
収集された情報・データにより、PDM に記載された各プロジェクト活動の進捗とアウト

プットの産出状況を確認し、評価 5 項目の観点から作成された評価グリッド（付属資料 6．

参照）を用いて分析した。 
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第3章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

3-1 カンボジア側投入実績 
C/P 配置 

1） プロジェクトダイレクター    1 名 

2） プロジェクトマネジャー    1 名 

3） 副プロジェクトマネジャー＊   4 名 

4） プロジェクトコーディネイター   2 名 

5） フィールドプロジェクトマネジャー＊  3 名 

6） 研修コーディネイター・FP ファシリテーター  3 名 

7） フィールドカウンターパート   33 名 

8） 研修講師、FP 研修講師    0 名 

（講師は日本側が経費を負担） 

合計  46 名 

（＊内 1 名は副プロジェクトマネジャーとフィールドプロジェクトマネジャーを兼務） 

 

プロジェクト用施設・設備 

執務スペース、ローカルコスト負担等 

 

日本側投入実績 

長期専門家 

1） チーフアドバイザー    5.1 M/M 

2） チーフアドバイザー/参加型森林管理   24.0 M/M 

3） チーフアドバイザー/研修計画管理  21.6 M/M 

4） 村落資源管理    13.8 M/M 

5） 業務調整/村落開発及び普及   19.7 M/M 

6） 森林分野研修/業務調整   24.0 M/M 

7） 村落林業/業務調整    35.0 M/M 

8） 村落林業 II    29.6 M/M 

 

短期専門家 

1） 村落林業（2006 年度）    1.9 M/M 

2） 研修計画 (2006 年度)     1.0 M/M 

3） 村落林業 /世銀プロジェクト協調(2006 年度)  7.6 M/M 

合計  183.3 M/M 

 

C/P 本邦研修 

29 名のカウンターパートが本邦研修に参加した。 
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機材供与 

5 年間で、FWTC 及び地方 FA 事務所に 125,774 米ドル分の機材が供与された。 

 

ローカルコスト負担 

5 年間で、785,517 米ドルを日本側が負担した。 

       

3-3 活動状況 
プロジェクト活動はほぼ予定通り実施された。 

 

3-4 アウトプットの達成度 
アウトプット０ 「プロジェクト活動全般に係る準備、研修に係る準備が完了する」 

このアウトプットはプロジェクト開始当初の準備として達成する計画であり、2006 年に

すでに成果が発現している。主な内容は、フェーズ１で作成された研修カリキュラム、研

修用教材、研修計画策定および研修講師の選定であった。「フィールドプロジェクト(FP)マ

ニュアル」は 2006 年度に英語版が作成されているものの、実際に FP 活動が開始されると

実態にあわない箇所が出てきたため、その後「FP マニュアル(ver.2)」に更新され、現在関

連した活動がアウトプット１の下で実施されている。 

 

アウトプット１ 「FP サイトにおいて CF 活動と関連活動によってコミュニティ資源が適

切に管理される」 

選定された７つの CF サイトでの活動は、主に１）参加型計画策定・レビュー、2）CF 合

法化支援、3）生計向上支援活動、4）林業活動の４つである。活動の実施体制は、担当す

る地域の森林局出先機関（FAC-FAD-FAT）とその職員が住民を支援するという形になって

おり、森林局職員が支援の実践を通じて学ぶ場ともなっている。 

達成状況は、第一次選定サイト２CF(2006 年開始)と第二次選定サイト 5CF（2008 年 12 月開

始）によって大きく差が出ている。後発の 5 サイトでは現在のところ、1）、2）及び 4）の

CF 巡視活動体制ができ、CF 境界杭設置や CF 案内板設置などが実施されたものの、3）の

生計向上活動は 2010 年 7 月以降開始されるという状況である。第二次選定サイトでは「コ

ミュニティ資源が適切に管理される」という状態には達しておらず、そのための体制づく

りの途上にある。 

なお、「CF 合法化」については全ての CF で最終ステップ 8 まで進んだところはない。手

続きの進捗はあるものの承認待ちの状態である。全国でも 2010 年 3 月の時点で 4 件の CF

しか、最終ステップまで進んだところがない困難な手続きである。（3) （カンボジアでの）

CF 合法化の推進においては、中央及び地方自治体双方の関与が必要である。なお、経済土

地コンセッションとの問題があるのは 2CF のみである。 

 

アウトプット２ 「FP サイトにおいてコミュニティ資源の重要性が地元住民に認識され

る」 

７CF の全てにおいてメンバーは減少しておらず、６CF では開始当初よりメンバーが増加

していることが確認された。また、CF メンバーの会議出席率は２CF において増加、その他
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の CF では維持ないし微減していることが確認された。減少率が大きい２CF はいずれも先

行して開始された CF であるが、これは活動が軌道に乗ったことに伴い、全てのメンバーが

会議に参加しなくとも活動が円滑に進めることが出来るようになったことの結果であると

考えられる。 

７CF のうち６つの CF は何らかの形で NGO 等の支援をプロジェクト以前（2005 年以前）

に受けた経験がある。CF メンバーへの聞き取り調査結果でも、プロジェクト以前からコミ

ュニティ資源の重要性が認識されていたと思われる事例が混在していた。従って、このア

ウトプットはプロジェクトによる貢献もあるものの、それ以前から住民は重要性に係る認

識を深めていたと思われる。よって、アウトプット 2 については、一つのアウトプットと

する必要であったか疑問であり、アウトプット１の活動に加え、指標の一つとしてもよか

ったといえる。 

 

アウトプット３ 「住民のニーズに対応する実践的知識や技術が、FP 内森林局職員によっ

て習得される」 

地方 FA 職員の技能と知識の習得状況調査結果によれば、5 つの CF 間では 2006 年の第一

次選定 CF2 箇所と 2008 年の第二次 CF の差はあるものの、全体として C/P の自己評価が高

かったのは 1 位「FP 実施に関連した業務の能力」、2 位「自己の責務に対する意識」、3 位「FP

活動に係る自己評価」であった。このことから、C/P はプロジェクトの CF/FP 活動の実践を

通じて知識や能力を向上させたと認識しており、調査団のサイト訪問の結果からもこれら

を確認した。また、各 CF メンバーへの調査結果からも、FA 職員が提供した技術や情報は

実践的であったと調査対象メンバーの 100%が回答していた。 

森林局から CF への現物による支援の活用状況は、プロジェクトによるモニターがなされな

かったものの、地方 FA 職員が確認したところではその殆どが CF により活用されていた。 

 

アウトプット４ 「実践的知識や技術が、研修を通じて森林局地方出先機関職員により習

得される」 

63 コースの研修が実施され、累計で 1,899 名の地方 FA 職員が参加した。331 名の元研修

生へのアンケート調査によれば、その 22%が「研修で職務に役立つ満足な知識と技能を得

た」と回答している。また、47%が「研修で得た知識と技能を活用した」と回答した。従っ

て、およそ半数が得た知識を活用しているものの、職務に役立つのに満足な程度と思って

いるのは元研修生の 4 分の１ほどにとどまることが判明した。また回答者のコメントとし

て、各 FAC によって選ばれた研修生の中には研修内容と担当業務が一致していないケース

が多いことが指摘されており、「職務に役立つ満足な知識と技能を得た」と回答するものが

少なかったこととも関連していると考えられる。従って、プロジェクトが実施している研

修参加人数枠を FAC に割り当てる選考方法に工夫の余地があったと思われる。 

「人材育成」を適切に実施するには、まず何のために、どのような人材を育成したいの

か、またそのような人材がどのくらいの割合になれば十分と言えるのか、研修開始時の能

力の適切な把握と、それに応じた研修内容の検討といった明確な目標設定と詳細な計画が

必要であった。コース実施数やコース参加者数は活動そのものであり、人材育成の成果は、

「必要とする能力を習得した人材」がどの程度育成されたかである。さらにアウトプット
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の成果が上位の目標達成に貢献するためには、研修実施のみならず、それらの能力がどの

ように活用されるのか、困難な現状を踏まえた仕組みづくりも「研修」の視野に入れる必

要があった。 

 

 

3-5 プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて、フィールドプロジェクト

(FP)サイトにおける地元住民の生活の安定化に資する持続的コミュニティ資源利用が担保

される。 

 

指標：プロジェクト終了までに、対象 CF 毎に、コミュニティ資源の持続的利用を担保する

手法やノウハウが、70%の CF メンバーに習得される。 

 

調査対象 CF メンバーの 68%は FP 活動に「従事した」と回答しており、それらの活動を

通じて CF メンバーが手法やノウハウを学んでいることが確認された。また、51%の CF メ

ンバーは、移転された技術を「適用した」と回答していることから、概ね半分の CF メンバ

ーは、FP 活動を通じて学んだ手法やノウハウを適用した段階であると判断できる。しかし

ながら、これらの結果からは指標にある「70%の CF メンバーが習得した」状態に到達した

とはいえない。 

アウトプット１の結果にあるとおり、第二次選定 CF として 2008 年 12 月に活動が開始さ

れた５つの CF においては、これまでに導入された活動は、１．参加型計画策定/レビュー、

２．CF 合法化、３．CF 巡視体制構築・強化、４．CF 境界画定、５．境界杭設置、６．地

図標識板設置などである。一方、生計向上支援活動などについては、そのほとんどが今後

活動が本格化する予定である。現段階では、第二次選定 CF はプロジェクト終了半年前にお

いて未だ活動を実施している状況であり、アウトプットレベルの成果（アウトプット１）

を発現させ、さらにプロジェクト目標達成へ貢献できる見込みは低いと言わざるを得ない。 

従って、これまで FP 活動を通じて CF メンバーへ移転された手法やノウハウ、技術が、持

続的なコミュニティ資源の利用を担保するに十分であるかも、現時点では未だ確かとは言

えない状況である。  
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第4章 評価 5 項目による評価結果 

 

評価の結果は、「とても高い」、「高い」、「中程度」、「低い」、「とても低い」の 5 段階で表

現した。 

 

4-1 妥当性 
プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標の妥当性は「高い」。 

 

1) 対象地域・社会及びターゲット・グループのニーズ 

FP サイト地域住民のほとんどは、農業とコミュニティ資源に依存して生計を立てている。

しかしながら、近年では FP サイト周辺において土地開発が急速に拡大していることが認識

されており、このような状況が地域住民による持続的コミュニティ資源利用の脅威となっ

ている現状があることから、本プロジェクトの実施は地域住民のニーズに合致している。

また、カンボジア政府は、CF を持続的コミュニティ資源管理の潜在的手段と見なしている。

カンボジアの森林法によれば、地方 FA 職員は CF の合法化において地域住民を支援する役

割を果たすこととなっており、地方 FA 職員の育成は極めて重要であることから、プロジェ

クトの実施は FA 及び FA 職員のニーズにも合致している。 

 

2) カンボジアの政策および日本の政策との整合性 

政策面では、カンボジアの「国家森林プログラム(NFP)」（2010 年）には 6 つの優先課題

があり、それらは１）森林区画、分類及び合法化、２）保全、森林資源開発および生物学

的多様性、３）森林法施行及びガバナンス、４）コミュニティ・フォレストリー、５）キ

ャパシティー・研究デベロップメント、6）持続可能な森林資金調達であることから、プロ

ジェクトの上位目標及びプロジェクト目標との整合性が極めて高い。日本側のカンボジア

に対する援助方針については、外務省の「国別援助計画」において「現在カンボジア政府

が取り組んでいる森林犯罪の監視モニタリングプロジェクト等を積極的に支援する。また、

荒廃した森林資源の再生、持続可能な森林経営の観点から、造林、苗畑、コミュニティ・

フォレストリー等の観点から人材育成を支援する林業訓練プロジェクト、森林計画の策定

および造林技術等を積極的に支援していく。」とあり、これらの方針を受けたプロジェクト

であることは明確である。  

 

4-2 有効性 
プロジェクトの有効性は以下に照らして、「中程度」である。 

 

1) プロジェクト目標の達成の見込み 

プロジェクトのターゲットグループである CF メンバーは、CF/FP 活動を通じて育成され

た地方 FA 職員（C/P）及び各講師から、実践的な手法やノウハウを移転されてきた。しか

しながら、CF メンバーのうち全 CF の平均でも「移転された技術や情報を適用した」と回

答したのは 51%に留まった。従って、プロジェクトが目標とした「CF メンバーが手法やノ
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ウハウを習得する」という段階には至っていない。 

 

2) アウトプットのプロジェクト目標達成への貢献度 

アウトプットの貢献度では、５つのアウトプットのうち、アウトプット 1、アウトプット

２及びアウトプット３の３つは直接的にプロジェクト目標の達成に貢献した。特にアウト

プット３は、FP サイトの地方 FA 職員が地域住民のニーズにあった技能を習得することを

目指したものであり、地方 FA 職員は研修等で得た知識や技能を、アウトプット１及びアウ

トプット２の CF/FP 活動の実践を通じて習得し、サイト内地域住民の持続的コミュニティ

資源利用の体制づくりに貢献するというアプローチの基盤をなすものであった。 

 

3) プロジェクト目標達成を阻害した要因 

アウトプット１の達成度でも既述したとおり、2008 年 12 月に開始した第二次選定 CF の

5 サイトでは、終了時評価時点でも、生計向上活動のほとんどがこれから実施される予定で

あり、アウトプット１もまだ十分に発現していない状況である。このように、プロジェク

ト後半に入ってから５つの第二次選定 CF を開始するという状況では、最も重要なアウトプ

ット１がプロジェクト目標達成に十分貢献することは困難な状況であった。 

 

 

4-3 効率性 
プロジェクトの効率性は「中程度」である。 

 

ほとんどの投入は、発現した各アウトプットに照らして、その投入タイミング、数量、

質及びコストにおいてはほぼ適切であった。効率性に貢献した要因としては、FWTC の研

修用に供与された GPS が、CF の境界画定用で必要となった地方 FA 事務所へ貸し出され使

用されていることが挙げられる。これは当初新規購入の要望が出されたものであったが、

研修用機材を有効活用し対応した。  

一方で効率性を阻害した要因もあった。１）プロジェクト開始当初フェーズ１で育成さ

れた FWTC の 10 名の C/P (研修担当)が配置されたが、半年後に改訂されたプロジェクト内

規の処遇に不満を持ち、6 名がプロジェクトを離れた。２）研修は、プロジェクト実施期間

中にカンボジア側の主導により実施する体制に移行することが計画されていたが、現時点

でも移行はされておらずその予定もない。またカンボジア側による研修費用の負担も移行

されていない。 

RECOFTC との CF 研修における連携は、2006 年度に 7 ヶ月余り派遣された短期専門家が

担当しプロジェクト開始当初から計画されていたものの、結果として 4 名の C/P が

RECOFTC 主催の CF 研修講師養成研修(TOT)を 2008 年 1 月から 12 月にかけて 63 日間受講

した（開催場所と機材、受講者の送迎は FWTC が提供し、プロジェクトは 4 名の受講料の

半分を支払っている）。C/P は、4 名のうち 3 名がコンポンチュナン FAC から（現在は、3

名ともコンポントラチッチ FAC/FAD 事務所に所属）、1 名が FA 本局からであった。このよ

うな計画の遅れから、FP 研修講師として育成された C/P による最初の CF 研修が実施され

たのは 2009 年 9 月下旬になってからであった。現在までのところ、この 4 名による研修は
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合計 4 回（2 回が FWTC、2 回がコンポンチュナン FAC でそれぞれ CF メンバーと FA 職員

を対象として実施され、計 81 名が彼らによる研修を受講しているものの、特にコンポント

ラチッチ FP（コンポンチュナン FAC）における研修実施のタイミングは、CF 活動開始から

3 年近くが経過した後の研修実施となっていた。 

なお、全般的なプロジェクトの活動の遅れは、プロジェクト開始当初の PDM が適切な内容

ではなかったこと、それに伴いプロジェクト実施体制を整えることに時間を要したことが

原因と考えられる。 

 

4-4 インパクト 
プロジェクトの効率性は「中程度」である。 

 

プロジェクト実施によるプラスのインパクトは確認できているものの、上位目標の達成

については本プロジェクト以外の要因も多く、またプロジェクト目標が十分に達成されて

いないことから、後に記述する自立発展性にも課題のある現時点では上位目標達成の見込

みを判断するのは困難である。 

プロジェクト実施によるインパクトとして、１）調査対象の元研修生のうち 54%が研修

終了後得た知識や技術を他の人と共有したとしており、そのうち 43%が共有した相手は職

場の同僚であるとしていた。このことから、FWTC で研修を受講した地方 FA 職員の 4 分の

１は職場での知識・技術の共有・伝播をしていると推察できる。また、同インタビュー調

査の結果では、特に GPS の操作方法を同僚に教えた元研修生が多かった。また、２）クラ

ヤ FAT（コンポントム FAC, コンポントマール FAD）の職員はコミューンの開発計画策定

会議に招かれた。これまではコミューンに対してプロポーザルを提出する立場だったとい

うことから、このような事例は今後のコミューンとの連携のあり方を示唆するものと思わ

れる。  

 

4-5 自立発展性 
プロジェクト終了後のカンボジア側における自立発展性は、以下の観点から「低い」。 

 

1) 組織的自立発展性 （「中程度」） 

FA のプロジェクト関係者からは、プロジェクト終了後も FWTC では地方 FA 職員を対象と

した研修を実施していく計画があること、また CF の実施についても同様であることが明言

された。FWTC はフェーズ I からの十分な活動経験を有していることから、プロジェクトで

実施した３分野の研修コースについては研修を継続して実施することは可能と考えられる

が、この点は活動経費が手当てされるかという財政的自立発展性にかかっている。  

FP サイトのCF/FP 活動におけるプロジェクトのアプローチは、FAの地方機関 FAC-FAD-FAT

の各レベルに C/P を配置し、彼ら自身が主体的に実施するというものであった。このアプ

ローチは、円滑なプロジェクトの実施はもとより、地方 FA 職員の個々の能力開発に直接的

に貢献をするものであったことから、地方 FA 事務所にも組織的に経験が蓄積された。今後

の課題はプロジェクトが支払っていた日当の手当が無くなっても、必要な活動を継続する

ことができるという財政的自立発展性にかかっている。なお、この財政的自立発展性は、
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以下で述べる「フォローアップができる体制の構築」にも不可欠な条件であると言える。 

 

 

2) 技術的自立発展性 （「高い」）  

FWTC の 4 名の C/P は、森林管理計画、造林、コミュニティ・フォレストリーの研修コ

ースの実施については十分な技術的能力を習得している。 

FP サイトの地方 FA 職員の 34 名の C/P は、各地方事務所によって差はあるものの、特にプ

ロジェクトの CF/FP 活動を通じた実践的な知識と技能は概ね習得されている。また FA 職員

から技術や情報を移転された各 CF メンバーへの調査によっても、それらが「実践的である」

ことが検証された。 

FP サイト以外の地方 FA 職員は、FWTC 研修コースの受講を通じて実践的な技術と知識

を移転されてはいるものの、これまでのところそれらを活用し、満足する程度役立ったと

しているのは全体の 4 分の１にすぎない。従って、今後の CF 活動においては、何らかの形

で CF/FP 活動を実践した経験を持つ FA 職員及びプロジェクトの C/P が、フォローアップを

行うことができる体制の構築が必要である。 

FP サイトの CF メンバーの手法やノウハウの習得状況については、プロジェクト目標に

もなっているが、現時点ではおおよそ半数程度のメンバーが適用している状況で、残りの

プロジェクト期間での CF/FP 活動の成果発現が待たれる。 

 

3) 財政的自立発展性 （「とても低い」） 

FWTC で実施してきた研修コースの経費（1 コースあたり$3,500）は、終了時評価時点で

も全て日本側が負担している。プロジェクト開始時の計画ではプロジェクト 3 年目から、

段階的にカンボジア側に移行することになっていたが、実際には移行されておらず、その

予定も無いことが確認された。研修経費のカンボジア側への移行については、これまでに

何度か協議の場が持たれてきたが、カンボジア側の財政事情により移管が実現できないま

ま現在に至っている状況である。 

また FWTC の研修と CF/FP 活動をつなぐ FP ファシリテータ 2 名への聞き取りでは、「地

方 FA から要請がなければ、自ら出向くような活動はプロジェクト終了後にはできない」と

回答した。 

 

FP サイトでは、先行した CF のうちボエンコック CF では、生計向上の活動から野菜生産

や養鶏に取り組んだメンバーはこれらの販売から収入を得ることができ、すでに生計が向

上した住民もいる。従って、プロジェクトによる支援終了後も彼ら自身で活動を継続して

いく可能性は高い。しかしながら現時点では第二次選定の５つの CF における生計向上活動

は開始されておらず、プロジェクトが支援した全 7CF の財政的自立発展性の見込みは判断

できない状況である。 

FA 事務所の C/P の CF/FP 活動に対しては、プロジェクトから活動日数分の日当が支給さ

れている。プロジェクト終了後の活動について「モニタリング等も含め継続する」という

のが訪問したほとんどの FA 事務所 C/P の回答であるが、バイクのガソリン代などもこの日

当でカバーされており、今後の活動の継続が担保されるような予算がカンボジア側によっ
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て手当てされない場合、CF 訪問の頻度が減る可能性もある。ほぼ支援活動を終え生計向上

の効果が発現しているボエンコック CF を除いて、プロジェクト終了後の継続した支援活動

及び新規 CF の活動も財源次第という状況である。 

 

4-6 主な調査結果 
効果発現に貢献した要因 

 

(1) 計画内容に関すること 

1） プロジェクトでは 3つの対象カントンメントにおいて７つのCFにCF/FP 活動を導入し、

すべての活動は地方 FA 事務所職員（FAC-FAD-FAT）の C/P を通じて地元住民（CF メ

ンバー）による参加型アプローチで実施されてきた。このアプローチは、現場レベル

で協働する機会が少なかった地方 FA 職員と地元住民（CF メンバー）が連携して活動

する機会を提供すると共に、それを通じて特に地方 FA 職員の能力強化、さらに CF グ

ループの能力強化に効果的な貢献をした。 

2） 生計向上支援については、これを CF 合法化、及び林業活動とともに CF/FP 活動の３つ

のコンポーネントのひとつとして計画された。生計向上の活動が実施されている CF は

現在のところまだ少ないものの、３つのうち最初のステップとすることで地域住民の

CF 活動参加へのモチベーションを高める役割として機能している様子もあり、他の CF

での今後の成果にも期待は高い。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1） FP サイトでの CF/FP 活動の推進については、地元機関との連携で CF 合法化、生計向

上支援の研修（野菜栽培、養鶏）など、実施された CF では効果が得られていた。 

2） FP 活動においては、住民の参加型を基盤に実施されてきており、地方 FA 職員の C/P

は地域住民へのファシリテータとして従事してきている。このような実施体制によっ

て、地方 FA 職員と CF メンバーや地域住民の間で適切なコミュニケーションがとられ

るようになり、FP サイトでの効果発現に貢献していた。 

 

問題点及び問題をひきおこした要因 

（１）計画内容に関すること （現 PDM の論理性について） 

1） PDM は、事前調査時以来数回の変更がなされたものの、現 PDM(ver.2)においてもその

表現と論理性は未だ十分に明確とはいえない。特にプロジェクト目標の表現は不明確

である。プロジェクト目標を例にとれば、「森林局内の管轄事務所の人材育成を通じて

（アウトプット）、フィールドプロジェクト(FP)サイトにおける地元住民の生活の安定

化に資する（上位目標）、持続的コミュニティ資源利用が担保される(プロジェクト目

標)」と分析でき、プロジェクト目標の中にアウトプットレベルと上位目標レベルの内

容が含まれている。PDM の論理性が高ければ、それぞれ上下の要約欄に上位目標もア

ウトプットも明確に書かれることになるので、説明や表現を繰り返す必要はない。ま

た、アウトプットとプロジェクト目標の関係が分かりにくく、目標の表現を補足する

はずの指標も、達成度を適切に測定するものとはなっていなかった。PDM が論理的で
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無いことにより、プロジェクト開始後におけるプロジェクト実施体制構築の遅れ、円

滑な事業実施や効率的な資源配分の阻害といった点について、悪影響を及ぼすことと

なった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

1） 2008 年 12 月に開始した第二次選定 CF の 5 サイトでは、終了時評価時点でも生計向上

活動の多くはこれから実施される状況であり、アウトプット１もまだ十分に発現して

いない状況である。このことから、最も重要なアウトプット１がプロジェクト目標達

成へ十分に貢献できない状況となった。この原因も当初の PDM の内容に原因があると

考えられる。 

2） プロジェクトの成果の活用と将来の方向性について、特に財政的な持続性についての

議論がプロジェクト関係者でなされるべきであったが、この点のコミュニケーション

は十分でなかった。 

3） 自立発展に向けて、カンボジア側のプロジェクトオーナーシップ醸成への取り組みが

十分でなかった。この点は、カンボジア側に対しプロジェクト実施中の 5 年間をかけ

て自覚される必要があり、そのための働きかけが日本側のあらゆる立場から常にされ

なければ容易に育つものではないことから、より戦略的な日本側の対応が必要であっ

た。 

4） プロジェクトの目標達成度モニタリングについて、プロジェクトでは PO に沿った活動

の進捗管理が実施されていたが、各指標による目標の達成度モニタリングは十分に実

施されてこなかった。プロジェクトの前半では投入状況と活動の進捗状況管理を主に

行うことで問題ないが、プロジェクト後半はプロジェクト目標達成に向けて、アウト

プットの発現状況、プロジェクト目標の達成度もプロジェクト運営上管理すべき重要

な項目であった。 

 

4-7 結論 
協力期間内のプロジェクト目標の達成は現時点では見込めない。そのため、自立発展性

の観点からプロジェクト終了後、上位目標達成に向けてプロジェクトの成果をいかに活用

していくかを、プロジェクト残り期間で検討する必要がある。残り期間に各種の検討事項

および提言事項に対応することにより、プロジェクト目標の達成は見込まれることから、

予定どおり 2010 年 12 月 14 日をもってプロジェクトを終了することとする。 
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第5章 提言 (本プロジェクトの残り期間に向けて) 

 

1） プロジェクトは、今後の普及のためプロジェクトの成果を共有することを目的として

研修教材と CF/FP 実施のマニュアル等を取りまとめ、編纂をすべきである。 

 

2） プロジェクトは、2010 年 12 月までにワークショップを開催し、プロジェクトの成果と

経験を、カンボジア国内のステークホルダー；開発パートナー、関連 FA 事務所、地方

自治体との共有をはかるべきである。 

 

3） プロジェクトは、 FWTC の機能が持続することを目的として、2011 年以降のより一

層の有効な活用について提案すべきである。 

 

4） プロジェクト及び森林局中央は、プロジェクト終了後に継続が必要な活動について、

どのように財政的自立発展性を向上させるかを、議論し検討すべきである。 

 

5） 森林局中央は、地方森林局出先機関に対し、各 CF 及び地域住民への支援（モニタリン

グ、技術的支援、必要な機関との調整）が継続できるよう配慮すべきである。 

 

6） プロジェクト活動が遅れる原因となった PDM に関連する問題について、プロジェクト

において課題を取り纏め、関係者間で共有すべきである。 

 



18 
 

第6章 教訓（今後の類似プロジェクトに向けて） 

 

1） PDM 策定に際しては、明確なビジョンとアプローチについての慎重な審査がプロジェ

クト開始前にされるべきである。 

 

2） （カンボジアでの）コミュニティ資源管理の推進においては、中央及び地方自治体の

双方がともに関与する必要がある。このアプローチは、地方の行政機関及び CF グルー

プの能力強化において有効に貢献する。 

 

3） （カンボジアでの）CF 合法化の推進においては、中央及び地方自治体双方の関与が必

要である。 

 

4） （カンボジアでの）地域住民あるいは CF メンバーへの生計向上支援のアプローチは、

CF 開発を効果的に促進することができる。地方 FA 職員は、CF 開発の一部として地域

住民の生計向上を促進する役割を果たすことができる。 



 
 

付 属 資 料 

 

 

 

協議議事録及び合同評価報告書 

 

PDM 

 

調査日程 

 

現地面談記録 
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